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航空安全認証制度と技術標準化に関する提言 
 
東京大学未来ビジョン研究センター 
次世代スカイシステム研究ユニット 
令和２年２月１８日 
 
厳しい環境下で人や物を空中輸送する航空機には、極めて高度な安全性と信頼性が要求
される。しかも航空機は国境を越えて世界的に利用されるため、航空安全に関する制度は国
際的な条約に基づき制定され、統一的に運用されている。わが国では、半世紀前に開発され
た YS-11以来、旅客機の全機開発が途絶えていたが、2008年より国産旅客機開発プログラ
ムが正式にスタートし、航空機製造国として、開発機体の安全性を保証する型式証明の取得
に官民が取り組んでいるところである。一方、航空機開発は、コンピューターシステムの本
格的な導入や、炭素繊維複合材料に代表される新技術の積極的な利用により、複雑さを増し
ているとともに、航空機事故の原因究明とその対策案を組み込むことで、安全性の保証およ
びその審査が極めて厳しくなっている。そのことは、わが国の旅客機開発プログラムが長期
を要していることからも明らかである。型式証明は、量産される機体の性能や安全性を開発
時には製造国が、また、運航時には運航国が保証することで、新しい機体を安全に効率よく
市場に提供するしくみであるが、その審査には深い専門知識と経験が求められる。欧米では
国・行政が民間と共同して規則を定めるとともに、その審査も民間と共同して実施する動き
にあるが、昨今の旅客機事故への対応から見て取れるように安全性の保証は決して容易な
ことではない。 
次世代スカイシステム研究ユニット（前身は、航空政策ユニット）は、航空イノベーショ
ン総括寄付講座とともに産官学の航空イノベーション研究会を組織し、ボーイング 787 の
バッテリ事故を契機に、安全認証制度の調査研究を本格的に開始し[1,2]、さらに新技術の認
証方式の標準化活動を、欧米の標準化活動団体との意見交換やシンポジウムを通して検討
してきた[3~7]。ここでは、それらの活動を踏まえ、航空機開発先進国である米国の方式を
中心に、航空安全認証制度の変遷を整理し、今後のわが国における制度の在り方や、複雑化
する巨大システムの安全認証制度に関するあり方を、提言としてまとめることとした。 
 
政策提言 
１． 新技術の型式証明方式や使用方法の検討に民間の知を活用すべき 
航空機は、無人航空機を含め革新的な技術を新たな機体開発に積極的に採用してきた。そ
うしたなかで、安全性や信頼性を確実に保証するための仕組みである型式証明の方式を、新
技術に関して、行政関係者のみで確立することは困難な状況にある。国内での航空技術開発
を推進するためには、民間の専門家も委員とする米国の航空規則制定諮問委員会
（ARAC:Aviation Rulemaking Advisory Committee）のような委員会を常設するとともに、
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テーマに応じて民間の専門家を集めた臨時の委員会（米国では航空規則制定委員会
ARC:Aviation Rulemaking Committee）を設置すべきである。 
２． 新技術の型式証明方式策定に官民でのコンセンサスを活用すべき 
上記の米国での ARAC や ARC での議論の裏付けには、民間での技術標準化団体と呼ば
れる各種非営利団体の活動があることに注目すべきである。そこでは、新技術を開発する企
業や研究機関のみならず、それを利用するエアラインや空港、さらには監督官庁関係者、学
術専門家が参加し、企業の利害を超えた議論がなされている。こうした技術標準化は、安全
性への審査が厳しい航空業界では、新技術の実用化を図るうえで重要であり、技術の協調領
域と呼ばれている。わが国でも、小型無人航空機（「ドローン」）や、電動垂直離着陸機（「空
飛ぶクルマ」）など新たな分野では、官民協議会を設置し、官と民の関係者が政策や開発目
標を議論できる場が出来ており、航空技術全般についても、新技術の実用化を推進するため
に、技術標準化活動を官民連携で推進すべきである。 
３． 認証における確実性、透明性を向上させる新たな制度設計に取り組むべき 
航空機の型式証明認証は基本的には国・行政が実施しており、型式証明の一部には開発会
社の社内認証の制度も活用されている。ただし、こうした当事者のみの閉鎖的な環境が十分
でないことは 2018 年 10 月 29 日、2019 年 3 月 10 日に連続して発生したボーイング
737MAX の墜落事故からもうかがえる。型式証明等の航空安全認証プロセスの確実性、透
明性を向上させるための新たな制度設計に各国と協力して取り組むべきである。 
 
 
１．型式証明制度の概要 
航空機は強度・構造・性能が安全性・環境性の基準に適合する耐空証明が無ければ飛行が
許可されない。量産機では最初に型式証明として設計や製造能力を各種試験とともに検査
し、型式として耐空証明を取得することができる。型式証明は製造国が発行するため、製造
国以外で運航する場合は、その国の型式証明も必要となる。この型式証明は運航後も有効で
あるが、耐空証明は継続的に運航国において一機ごとに取得が必要となる。ただし、事故等
で改善が必要なことが判明した場合は、耐空性改善通報・命令により、型式証明にフィード
バックがかかることになる（図１）。 
 こうした機体の安全性を保証する制度は、第一次世界大戦後に航空機の国際運航が始ま
った際に議論され、1919年のパリ国際航空条約において航空機の耐空・性能証明書として
規定された[8]。こうした枠組みは、第二次世界大戦中の 1944年にシカゴ国際民間航空条約
として生まれ変わり、1947 年に国連の専門機関である国際民間航空機関 ICAO
（International Civil Aviation Organization）が発足し、航空機の耐空証明書は同条約第 5 
5章で要求され、Annex8で耐空証明および型式証明の内容は規定された[9]。ただし、耐空
証明の方法は各国でその方式が定まっていたので、ICAOの規定は概念的な基準であり、詳
細は国ごとに定められている。わが国では、耐空性審査要領で規定されるが、例外的な事項
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や新技術などの記載のない事項に関しては「特別要件」、「同等の安全性」、「適用除外」など
の個別審査となる[10]。 
  
 
 
図１ 航空機の型式証明と耐空証明（注：製造国と運航国が異なる場合は、運航国での型
式証明、耐空証明も必要となる） 
 
２．新技術の証明方式 
 耐空証明の方法は、航空機の歴史の中で作り上げられ、各国で制度化されてきたが、1980
年代よりコンピュータ制御技術が積極的に航空機に採用されるなど、技術革新が急速に推
進されるなか、それに関連する航空機事故も発生するようになる[11]。こうした状況下で、
アメリカ連邦航空局（FAA）は安全に関わる規則制定につながる可能性のある問題に関して、
業界および一般からのアドバイスや推奨事項を求めるために、1991年、常設の航空規則制
定諮問委員会（ARAC：Aviation Rulemaking Advisory Committee）を設置した[12]。ARAC
は、特定の目的のために、限られた期間で臨時的に設置される ARC（Aviation Rulemaking 
Committee）を置くこともできる（図２）。ARACのメンバーは航空協会、航空業界、公益
および提言（アドボカシー）団体、および外国民間航空当局の代表者で、ARCには製造業、
エアライン、大学、研究機関などから専門家がさらに参加する[12]。 
 米国では、こうした航空安全に関わる規則作りを民間と連携していく方針が、1996年に
発生した TWA800便の太平洋上での空中分解事故を契機にさらに高まった。当時のクリン
トン大統領は、航空安全向上に向けた委員会（White House Commission on Aviation Safety 
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and Security、ゴア委員会とも呼ばれる）を設置し、耐空証明の基準に関する改善を求め、 
・認証技術の標準化を行う 
・新技術を採用できるパフォーマンスベースのルールにする 
ことを提言に含めた[13]。パフォーマンスベースのルールとは、達成すべき性能などを規定
し、それを達成する手段を規定しないとするもので、新技術の促進を促すと考えられている
[14]。 
  
 
３．標準化団体による安全ガイドラインの策定 
 ゴア委員会の提言に応える形で、欧米の標準化団体では航空安全設計に関するガイドラ
インの策定が進んだ[5]。標準化団体とは、非営利の技術団体で、米国のSAE[15]やRTCA[16]、
欧州の ERUCAE[17]などが代表例であり、そこでの議論の結果が、米国では ARC へイン
プットされる。SAE は 1905 年に自動車技術会として発足し、1907~10 年の不況時に部品
の供給および入手を容易にするために標準化を進め、さらに航空やトラクターなどの業界
も参加し、自動車以外の技術標準化団体となった。RTCAは Radio Technical Commission 
for Aeronauticsを母体とし、航空業界や当局が使用するために技術ガイドラインを開発す
るボランティア団体として 1935年に設立され、民間非営利法人として 1991年に再設立さ
れた。EUROCAE（The European Organization for Civil Aviation Equipment）は 1963
年に、航空機および航空機器（装備品）と航空管制の標準化を推進するために、欧州をベー
スとして設立された団体である。 
SAEは、航空機システムの安全性解析のための手法を、SAE ARP4761として 1996 年
に発表し、それらをサブシステムに安全要求を振り分ける SAE ARP4754 へと展開した。
RTCAとEUROCAEは、要素ごとのハードウェア開発保証プロセスをDO-254として 2000
年に、またソフトウェア開発保証プロセスを DO-178Bとして開発した。それらを連携させ
た設計ガイドライン（図３）は業界標準として普及し、FAAの Advisory Circular（航空局
通達）などでその使用が推奨されている[18]。 
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図２ 米国の安全ルール策定における標準化団体の役割 
 
 
図３ 航空機システムの安全設計ガイドライン 
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 民間の標準化団体の役割はさらに強化され、米国での小型機（Part23）の認証プロセスの
大規模な改正には標準化団体 ASTMが大きく関係している。ASTMは、米国材料試験協会 
(American Society for Testing and Materials)を母体とし、2001年に ASTM規格が国際化
されたことを反映し、ASTMに改名した標準化団体である[19]。小型機は製造事業者が小規
模のため、従来からの型式証明の認証方式では新しい技術の採用に支障をきたすとして、
FAAにおいて 14 CFR Part23 Reorganization Aviation Rulemaking Committeeが組織さ
れ、2013 年に報告書を発行した[20]。その結果、2017 年に FAA は小型機の耐空性基準
Part23 の改正を行い、革新的で安全性の高い技術を、効率よく小型航空機に適用可能とす
る 63 の手法を、パフォーマンスベースに基づき作成し、その規定に ASTM が定めた標準
を採用した[21,22] 
 こうした流れは欧州でも起きており、EUROCAEが無人機や、「空飛ぶクルマ」と呼ばれ
る電動垂直離着陸機の業界標準作りに乗り出している[23]。 
 
４．わが国の状況 
 わが国では民間航空機の開発が活発でなかったこともあり、型式証明認証方法の改定な
どは積極的ではなかったが、MRJ（2019年に Mitsubishi スペースジェットに改名）の開
発が進み、また、小型無人航空機（ドローン）や「空飛ぶクルマ」の開発も国内で行われ、
状況が大きく変わった。例えば、型式証明の認証方法を、国内においても国際的な活動と連
携を取りながら整備を進めることが必要であることが、「空の移動革命」に向けた官民協議
会が発表したロードマップにも記載されている[24]。この作業を効率よく実施するためには、
官民の連携が必要であり、FAAが導入した ARAC、ARCのような諮問委員会とその臨時委
員会の制度を直ちに導入することが必要である。また、そこでの議論を深めるためには、ス
テークホルダーが当局や研究機関および大学の専門家とともに一丸となって検討できる組
織の整備が求められる[3,4]。 
 
５．型式証明の相互承認 
 型式証明は製造国で取得の後、運航国が異なる場合には、さらに運航国の型式証明を取得
しなければならず、二重の作業になる。航空安全の検査・認証は型式証明だけではなく、二
国間で相互承認協定（BASA：Bilateral Aviation Safety Agreement）を締結すれば、こう
した二重の取得手続きが緩和されることになる[25]。日米の BASAは 2009年に締結された
が、旅客機に関しては日本当局での型式証明の実績が YS-11 以来ないため、米国当局によ
る能力の確認が必要であった[26]。その後、MRJ（現、Mitsubishiスペースジェット）の型
式証明作業の確認が行われたこともあり、2019 年 11 月 1 日付で、航空機製品の型式証明
が正式に BASAの範囲となった[27]。今回の BASAの締結により、日本での型式証明を取
得した航空機製品の、米国における型式証明取得が簡略化される道が開けたことになる。そ
の意味で、国内での航空機やその装備品の開発が、より積極的にできる環境が整うことにな
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ったといえる。そのためにも、国内での具体的な基準策定のため、米国における FAA の
ARACや ARCのような制度を国内でも整備し、さらには標準化活動を国内でも推進する必
要がある。 
 相互承認協定を、今後、米国以外の国とも締結を進めるべきであることは言うまでもない。
さらに、世界的には、型式証明方法の国際的ハーモナイゼーションの動きもあり[28]、わが
国も航空関連産業を発展させるためには、こうした動きに積極的に参加する必要がある。 
 
６．型式証明の検査認証方法 
 航空機システムが複雑化するなかで、型式証明の検査認証方式に関しても変遷がある。米
国においては、民間航空当局の検査認証部門が安全に関する認証を行っていたが、1940年
代以降大きな変化があった[2,29]。1940年代、航空機産業の拡大に伴い、審査の遅れをカバ
ーするために、CAA（民間航空機関）は審査を個人で代行できる制度を導入した。耐空証明
認証作業を委任する DER（指定技術者代理）である。 
 1967 年に FAA（連邦航空局）が設置され、1980 年代には耐空証明の機能増加の要求に
対応し、個人には DAR（指定耐空証明代理）を、また組織には ODAR（組織指定耐空証明
代理）を導入したが、制度が複雑になり、1990年代後半には FAAは、認証手続きを統合化
する検討を開始した。最終的に、2004年に認証手続きを ODA（組織認証許可: Organization 
Designation Authorization）として統一し、移行期間を経て 2009年に新たな制度に移行し
た。ODAは個人の資格で認証を行うのではなく、FAAにより認証を委託できる能力を持つ
ことが認められた製造会社や運航会社が自主的に認証を実施し、FAA が最終的にそれを許
可するというスタイルを取る。 
FAAは 2012年の FAA近代化改革法（PL 112-95）[30]に基づき、さらに ODAプログラ
ムを改善、拡大するが、2013年に発生したボーイング 787のバッテリ事故において、こう
した認証方式の難しさが浮き彫りになった。NTSB（国家運輸安全委員会）が開催した公聴
会において、リチウムイオンバッテリの認証は DER で行われ、ODA は適用されなかった
という発言があり、787の開発がそうした過渡期に行われたことが判明した。公聴会の最後
に、NTSB委員長は、 
 
The U.S. aviation community is using the same approach to certification that was 
created to certify our grandparents’ aircraft, and by most accounts, it has served us very 
well. But perhaps it is time to ask if any changes are needed to update the system that 
will be used to oversee the development of new and beneficial technologies on our 
children’s and our grandchildren’s aircraft. 
 
と発言し新たな制度を求めた[1,31]。 
 米国政府は 2018 年の FAA 近代化改革法（PL 115-254）[32]において ODAの更なる改
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善を求めるが、2018 年 10 月 29 日、2019 年 3 月 10 日に連続して発生したボーイング
737MAX の墜落事故により、開発メーカに認証を委任するシステムの課題が改めて露呈し
た。2019年 10月 11日に発表された関係当局合同技術審査報告書（JATR）[33]はオースト
ラリア、ブラジル、カナダ、中国、欧州、インドネシア、日本、シンガポール、アラブ首長
国連邦の民間航空当局者が参加してまとめたもので、認証方式に関してボーイング社と
FAA のより綿密なコミュニケーションを求めている。特に、複雑化した航空機システムに
おいて、全ての事象が検証出来ているかどうかの検討を、当局と製造業者相互で確認するこ
とが重要であるとし、ボーイング社に対しては、設計開発チームとは独立した認証チームを
設置することを求め、FAA に対しては他の民間航空当局と協力し、システムの改修が機体
全体に及ぼす影響を総合的に検証する視点を求めている。また、FAA に対して、業界コン
センサスである航空機システムの安全評価解析 SAE 4754 の適用を明確にすることを求め
ている[33]。 
 
７．認証における確実性、透明性の向上 
 複雑化する航空機システムにおいて、国の民間航空当局のみが型式証明審査を行うこと
はもはや現実的ではなく、FAAは個人への委託から開発会社への委託（ODA）を進めてい
る。わが国でも平成 17年の航空法の改正において、安全規制に係る民間事業者と国の関係
の見直しにより、航空機設計検査の見直し（平成 17年 10月 1日施行）が行われ、設計検
査の一部に民間能力を活用する観点から、国が認定した事業場（認定事業場）が設計した航
空機について、国が行う設計検査を一部省略すること等ができることとした[34]。 
ただし、こうした検査認証当局と当該事業者のみの閉鎖的な環境が十分でないことは、今
回発生したボーイング 737MAXの事故からもうかがえる。型式証明認定作業の確実性、透
明性を向上させる新たな制度を検討すべきである。民間事業者内では設計開発と独立した
認証チームを設け、また、航空当局では他国の民間航空当局の認証作業への参加を求めるこ
とはその一つの方法である。ただし先端技術のように、認証対象となる技術の知見を有する
者がごく限られる場合には、更なる検討が必要である。リチウムイオンバッテリ事故に関連
して業界以外の専門家の知見を活用すべきであるという指摘があり[35]、3D プリンター技
術（Additive Manufacturing）においては、大学や研究機関のデータベースを認証の過程で
活用すべきであるという提案もある[36]。検査認証の効率化と透明性の向上という視点では、
第三者機関の活用を検討することも必要である。自動車部品やロボットなどで導入が進む
機能安全規格は、ISO（国際標準化機関）や JIS（日本産業規格）により規格化され、第三
者認証機関が認証する方式を採用する[37]。航空分野でもそうした方式を必要に応じて導入
することも検討すべきである。特に、小型無人航空機の認証や、小型無人航空機の運航事業
者、さらには操縦者などの認定には多大なリソースが要求されるため、第三者機関の活用が、
小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会において検討されている[38,39]。今回は、
旅客機の開発を主な対象としたが、航空管制においても混雑化する空域の管理のために新
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たな技術が求められ、そのための認証制度も世界的な課題となっている[40]。以上のように、
航空安全に関する検査認証制度の新たな制度設計は世界的な課題であり、世界と連携した
活動が重要であり、こうした分野で国際的な活動が行える人材の養成も急務である。 
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